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論　　文　　の　　要　　旨
　サービスに伴なう混雑と待ちの現象の確率過程による解析は，待ち行列すなわちque泌eの理
論としてすでに約40年の歴史を持ち，多くの理論的成果と解析手法を発展させ，各種の窓ロサー
ビス，交通運輸，生産管理王コンピューターの運用，建築設計等への応用が開拓されて来たが，
1970年代に入ってこれに制御を導入することによって，記述的な確率過程の理論から最適化モデ
ルに拡張して行く方向の研究が眼につくようになった。
　そのさいの制御ないし決定変数としては，サービスの速度を与えられたいくつかの申から選択
するもの，客の到着ごとに受入れまたは拒絶の決定を行うもの，いくつかのクラスに分かれた待
ち客の中から次のサービス対象者を選択するもの（この論文で扱っているように，客がいてもサー
ビスをしないという選択を含めることもできる），評価関数としては客の待ち時聞に伴なう費用
とヨサービスの終了や客の受入れに伴なう。ewardとの差を最適化するもの，待ち行列がOとな
る時間を最大にするもの，またこれと逆にサービス窓口の稼動率を高めようとするもの等がある。
　研究の方法としては，いくつかの決定方式に対応する確率過程の極限効率の比較という形態か
ら王より精ちな，マルコフ決定過程における最適政策の問題として取扱われるようになっている。
連続時問パラメーターのマルコフ決定過程で代数的に最適政策を導くことは不可能であり，最適
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政策がいくつかのパラメーターを使って特定の形式に表現できるということを解析的に証明する
ことが主要なステップとなる。
　著者はこの論文で基本的に次の問題を取扱っている。有限母集団をなす客がSerViCe　Stati㎝
（以下So）でサービスを受けた後so岨ce（以下Sヱ）で各々あるthi曲㎎t1㎜eを過し，又Soを
訪れる。客kのサー一ビス時間，倣泌㎎ti鵬は各々パラメーターμ。，λ。の指数分布で，サー
ビス窓口は1つ，決定変数は窓口で次のサービス対象者を選択することであるが，ここで割込型
（p搬理を1ve）と非割込型（Ω㎝pree理tive）の2つのケースが考えられ，各々本論文の第2
章と第3章で取扱わている。
　評価関数としては客kのS…（i＝O．ユ）での滞在に伴なう時間当りの費用h。量，Siを出発する時
点での㈹wa．dh吐iがあるものとし，割引率をβ＞Oで連続的に割引いた現在価値をとって，これ
を最適化するサービス政策の構造を求める。
　この問題はJ．M．H鮒is㎝（ユ975）が扱った問題を有限母集団のばあいに拡張したものと見な
すことができる。有限母集団のばあいにはSoへの客の到着過程が現在そこにいる客に依存する
のでラ相当に複雑となる。
　本論文は3つの章と4つのAppendixとから成り，第1章はi廠o曲cti㎝として25点の関連論
文を引用しつつ従来の研究のサーベイを行っている。
　第2章は6節から成り，5つの1e臓臓a，4つの定理と1つの系を含む。上述の問題の割込型の
ばあいを扱っており享1人の客のサービスの終了時点とともに新しい客の到着時点がdecision
po1砒となる。主要な結論は定理2．8，2．9で表現されるが，λkがkに依存しないとき，個別の
客の特性について計算されるある指標M・を使って，各decisi㎝pointでSoにいる客の中の最
大のMkを持つ客を選ぶ政策（indexpo1icy）が最適になるということである。このM・は具体
的に与えられるので，この結論は最適政策自体を具体的に決定している。この結論は晦rriSOn
（王975）の結論と同様の形式で表現される。
　この主要結果に到達する前にいくつかのステップが必要であった。まず2－2で評価関数の申
の滞在時間に比例する費用をdecisi㎝poi鮒に帰属させてp雌e　reward聰ode1に転換し，2－3
で番号順の一部限定サービス。ルールと，それを更に一部修正したルールに関するb独sy　peζiod
の分布のLap1ace－Sをie1tjes変換に関するいくつかの関係式を3つの1e㎜㎜aによって求め，2－4
でその結果を利用して初期状態に依存するb独sy　periodのreward　f㎜cti0Rの具体的な形を2つ
の1e脳aによって各ルールについて求めるのに成功し，次にこれを使ってサービス・ルールの
指標肌を求め，全体的なreward　fむ㏄tionの表現が得られる（定理2．6），定理2．7ではルール9，
9jの夏ewaζd童u恐cti㎝が具体的に求められ，2－5，定理2．8で1ndex　po1icyの最適性を主張す
るH鮒is㎝と同じ形式の定理が証明され，さらに定理2．9でその客の順位付けをより簡単な指標
Rjを使って表現できることを証明している。
　第3章では非割込型で客は各々N。人から成る2つのクラス妓＝1，2に分かれているばあいを取
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扱っている。評価関数は第2章と同様である。本章は6節から成り，9つの1e狐㎜aと4つの定
理を含む，3－4までの分析ではサービス時間の分布は指数と限定せず宝一般化されている。
　主たる結論は定理3、ユ3に述べられており，第2章と同様のRjを使って最適なサービス政策が
明確な形で示されている。ここに到る手順は第2章．と平行して，客のクラスに対応する限定され
たbusy　peζiodのLap1ace－Stie1tjes変換に関する関係式を求め，それを使って条件つきreward
関数の陽表的な表現を得，さらにb独sy　per1odのLap1ace－St1e1tjes変換の具体形を求め，最終的
なreWard　fanCti㎝の具体的表現を得て，最後の結論に到達している。
　Append1x五，2，3は各々3頁，1頁，4頁からなり，本文申の証明に必要な1e鰍a1つづ
つの証明を与えている。Append1x4は著者の今回の論文の問題意識の出発点となった3つの
ノードをもつ貫etwork　queueについての同氏の修士論文（1985）の再録である。
審　　査　　の　　要　　旨
　本論文は基本的に1975年○perat1o巫s更esea夏ch誌のJ．M．晦rr1so蘂の論文で取扱っている問題を2
通りに拡張発展させて解決したものと見なし得る。第2章で有隈母集団のばあいに拡張して同様
な形の最適政策が成立することを示した意義は大きい。特にLe聡峨a2．4では初期状感Dから出
発してSoの客がc1earされるまでのrewardfmctionをbusyperiodのLap1ace－St1etjes変数
π。（D）と指標M。（D）を用いて表現するのに成功している。Harris㎝typeの問題でも同様な
結果が得られているが，fee曲ackのある有隈母集団モデルでのこの表現の導出は，より広い今
後の発展を含んでいるように思われる。最終結果にλ。がkに依存しないという条件を課してい
る点は気になるが，この条件を除くには状態空聞の設定から再構築が必要であることを考えれば，
やむを得ないものがあると云える。μ。についてはkに依存してよい。
　第3章では2つのクラスに分かれた有限母集団についてのbむsy　per1odのLap1ace－S室ie1tjes変
換を得るためにJaiswa1（王968）の方法にのっとりつつ，かなり複雑な計算を行いAppe地x3
の1e脳aを使って1e鮒a3，ヱOで成功し，これによってマルコフ決定過程の最適性を証明するこ
とができた。ここでの力量は高く評価できる。2クラスに隈定してのものであること，やはり最
終段階でλFλ2の仮定がおかれている点は気になるが，今後の発展の方向としてはこの点を一
般化して類似の結果を証明することよりは，これをヒントとしてより複雑な最適政策の要求され
るような問題の新しい定式化を見出すという方向になるであろう。
　第2章，第3章とも現在の水準においてre童e搬d畑ma1に掲載される価値のある内容である
との点で審査員の意見は一致した。論文全体を通じて著者がマルコフ過程，セミマルコフ過程，
q泌e由㎎theOryの過去の研究成果の集積と，解析手法を充分に習得し，それを自から使いこな
して行く実力を備えていることが伺われた。ただし論文の表題は内容に比べてやや一般的すぎる
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との意見があった。
　よって，著者は学術博士の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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